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「社長になる」少年の夢は 22歳で現実に 
  

情報技術分野では、以前から派遣や業務委託のエンジ

ニアの活躍が目立っている。1990 年代からドッグイヤーと称

されてきた進化と変化が目まぐるしい IT 業界では、全ての

技術スタッフを自前で育てるのは非効率と言える。 

 

自社システムの開発が終わった後の処遇にも困る。エン

ジニアを派遣する企業も登録型が多く、プロの技術者に頼

っている。 

 

こうした中、エスユーエスは技術者の実務経験の有無を

問わず社員として雇い、自ら教育した後に各取引先に送り

出す。 

 

株式会社エスユーエスの齋藤公男さんが現在の会社の

前身「有限会社ジャパンスタッフリーシング」を京都市に設

立したのは 1999 年。時は日本で IT 革命という言葉が流行っ

た 2000 年の前年だが、マネジメント能力に長けた経営者が

時代の波に乗って・・という物語とは少し様相が異なる。 

 

「最初に入社した半導体装置の会社で、社会人としての

基本から機械、電気の設計まで仕事を通して教えてもらいま

した。21 歳頃には自分で設計ができるようになり、海外案件

も担当させてもらえたことから『起業してもできるんちゃうか』

と勘違いし、22 歳で半導体装置の受託製造会社を立ち上

げました。独自の技術を強みとしてスポンサーを見つけ、社

員も十数名雇ったのですが、バブル崩壊に伴い、スポンサ

ーの資金ショートが原因で黒字倒産してしまいました」 

 

公男少年が最初に見た将来の夢が「社長になってお金を

儲ける」だけあって、元来起業家精神は旺盛だった。 

 

 

 

しかし社会に出て数年で起業したときは、経営ノウハウや

資金がなく雇われ社長。リスタートでは資本金の準備から始

め、300 万円を元手に設計の受託会社を自力で興した。 

 

「一度会社を潰した人間だから世間に迷惑をかけていま

すし、そもそも起業の動機が『金持ちになったろう』ですから

単純すぎてね。大いに反省して、今度は社会に貢献できる

経営者にならなければと意を決したわけです。30 歳の頃で

す」 
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会社に育てられた経験から 

“社会人学校”でエンジニア育成 

 

ほどなく IT ソフト産業に向けた技術者派遣に着目した背

景には、この分野のエンジニアが慢性的に不足していたこと

が大きい。ただそれ以上に齋藤さんには恩義があった。 

 

「私は会社に育ててもらったおかげでエンジニアになれま

した。当社のコンセプト『社会人学校』は、まさに時代が要求

する技術をしっかり教える会社がないとだめだという思いか

らきています。エンジニア派遣の会社でありながら、未経験

者を正社員雇用し、一から教育して派遣するというビジネス

モデルには懐疑的な声もありました。給料を出しながら勉強

までさせる、それで経営は成り立つのかと。でも会社は無名

でも求職者は多数集まりました。プロのエンジニアは社会全

体で不足していたので、経験者に限定するとこうはいかなか

ったでしょう。大勢から選び、教育して立派になる社員が多

く生まれました」 

 

 

当時日本企業の採用は、今以上に新卒者中心であった。

ましてや、技術職に関しては、未経験者の中途採用はほぼ

門戸が閉ざされていた。そのため、社会人学校は注目を集

め、人気があったという。 

 

「新卒入社のうち、30％程度は３年未満で退職するとされ

ています。社会に出てからやりたいことが見えても未経験だ

と採用されない。そういう人たちが当社にメリットを感じてくれ

ました。また取引先企業がとれないリスクを当社がとることで

チャンスをいただけ、ビジネスとしても回っていきました」 

 

派遣という仕組みのメリットの最大化を目指す 

 

人財教育に重きを置くことで、社員には多様なキャリア形

成のチャンスを提供する。社員は『社会人学校』を通じてキ

ャリアを積み上げ、希望によっては独立・起業を目指すとい

うロードマップも描けるのだ。 

 

最近は日本でも聞かれるようになった「フリーエージェン

ト」。スキルの高い人たちが自分の条件にあった仕事、その

仕事を提供してくれる会社を選ぶ仕組みを 2000 年代初頭

から取り入れていた。 

 

しかし、端から独立させることを念頭に置いて育てるメリッ

トはあるのだろうか。 

 

「社会人学校なので『卒業』というゴールもあるんです。そ

の後は自分に合った会社に行ってもいいし、当社をエージ

ェントとして、条件の合った会社と契約してもいいわけです。

また、創業当時はｅラーニングができるネットワーク環境が整

備され始めた頃です。当社では教育のためにスキルアップ

システムを構築し、リモートで会社から与えた教材の個々の

進捗状況がわかるようにしました。この２つが他社との差別

化要因として社会から高い評価をいただき、京都市ベンチ

ャー企業目利き委員会のＡランク認定など数々の受賞にも

つながりました」 

 

社会に評価されれば知名度も上がるが、同社の着目点は

広報活動の代替のような話ではない。 

 

多くの技術者は、企業に入社するとその組織が求めるキ

ャリアを歩むことになる。本人が望まなくとも、やがてマネジメ

ントサイドに立つのが一般的なキャリアパスだが、それでは

プロエンジニアとして究めることはできない。翻って派遣の

場合は１人で仕事をするのが原則。目標や取り組みたい内

容が変われば、別の派遣先に替わることも容易だ。 

 

派遣にはデメリットもあるが、メリットもある。このメリットを最

大限生かそうというのが、エスユーエスのコンセプトの根幹

にある。まなざしがまず社員、技術者に向いているので、彼

らが望むなら選択肢が起業でもいいわけだ。 

 

 

先端分野への投資が 

社員の人間力と技術力を鍛える 

 

プロエンジニアを育てて社会に貢献する一方で、今後

は有望な事業への投資も積極的に行っていく意向があ

る。 

 

「当社が作ったラボで、そこに集まった研究者と当社の

エンジニアが協業で商品開発をする取り組みを始めまし

た。今はちょうど第４次産業革命と言われ、AI や IoT、AR

（拡張現実）、VR（仮想現実）の領域が活性化しています。

そうした新しい分野の研究開発に投資していきたいので

す。これは起業家志向を持ち、入社した社員のためでも

あります。実のところ、エンジニアから起業という道筋は簡

単ではないので、一つの仕掛けを作ることで啓発してい

きたいという思いが強いんです。エンジニアの領域を超え

ていくバックアップをしたいと思っています」 
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実は、より高い技術と人間力を持つ人財を育てようとす

る姿勢のプロセスから生まれた商品がある。特にコミュニ

ケーション能力、分析力などのヒューマンスキルは、マネ

ジメント人財や起業家には必要不可欠なものだが、可視

化が極めて困難だ。こうした課題は、企業・業界を問わず

共通である。 

 

エスユーエスが研究者と共同開発した『HQ Profile®』

は、一般的なテストでは測りにくい 50 項目のヒューマンス

キルを測定し、人物像を顕在化する。開発当初は自社の

社員のための商品だったが、やがて取引先に派遣する

人財の質を担保するために活用するようになった。 

 

その際、取引先企業に所属する技術社員にも同じテス

トを受けてもらったところ、取引先でも独自に使いたいと

いう申し出が続々寄せられたという。その結果、約 3000

社が採用。今では人材派遣で取引関係のない会社でも

利用されている。 

  

一方で、エンジニアの人材不足は今後も深刻化するだ

ろう。だからといって、足りないピースを埋めているだけで

は成長できないと齋藤さんは話す。 

 

「技術には答えがあります。それを教えるのは同業他

社でも大差なくできます。ただ、問題は OJT ができるかど

うか。そのためには自社にノウハウがないとできません。

私たちは、AI や VR など第４次産業に力を入れ商品開発

しているので、他社に先駆けた OJT が可能です」 

 

現状維持では二流。一流を目指すための上場 

 

創業から約 20 年、資金調達に困ったことはほぼなく、社

会人学校は大きな費用対効果を生んできたという。採用が

容易な分、求人広告より教育にコストがかけられたのが大き

い。 

 

基幹の人材派遣事業は、売り上げの回収が早いのが特

徴だ。自社社員として雇用しているゆえ待機率が大きくなる

と難しいが、リーマンショックの一時期を除いては５％程度で

推移している。 

資金調達に困らなくても上場に踏み切ったのはなぜなの

か。 

 

「社会に恩返しをしながら、これまでに出会い支えてくれ

た人、もちろん家族の思いにも応えていきたいと思いました。

近江商人の『三方よし』の精神ですが、そのためにはオーナ

ー会社のままではいけないし、もっと社会に認められる実績

を積み上げたいと考えたとき、上場は必然でした。」 

 

 上場の指揮は齋藤さん自らが執った。 

 

「現状維持では二流。“一流”を目指そう。そのための上

場だと強い意志を持って、意識改革に取り組みました。共通

言語を持ち、知識領域を広げていくことが重要なので、上場

準備の３年間は自らの勉強と社員教育に明け暮れました。

上場会社といっても、当社の規模では何事もトップの責任に

なります。正直、最初は少し軽く考えていましたが、管理部

門に優れた人財が必要だと気づいたのは３年目です。管理

が鉄壁だとイノベーションが起こりにくいのではないかという

懸念もありました。しかし自分の考え方が変わると、新しい出

会いもあり、本質を知る一流の人が集まってくれるようになり

ます。そこでチームを築けば、会社を守ってもらえる。攻守

のバランスが経営だと思うので、今は管理部門を壁だとは思

いません。上場を機に４人の管理のプロを当社に迎えました

が、自社で育てられる部門ではないと痛感しています。 

 

社員たちも上場することで周りから刺激を受け、前向きな

意識変化が生まれてきたようです。とはいえ、上場会社とし

てはまだスタートダッシュの時期。得た利益は未来に投資し

ているので、これからもっと変わっていきます。３年後の当社

を見ていただきたい」 

 

第４次産業革命にコミットし、 

エンジニアとともに未来を描く 

 

では３年後のエスユーエスは――。 

 

「自社開発により積極的に取り組んでいきたいと思います。

上場会社として、投資に対する効果を求められるので、より

確度の高い商品を選別して、意欲ある優れた研究者との連

携を深めていきます」 

すでに動き始めている事業もある。AR（拡張現実）と VR

（仮想現実）をベースとした教育に取り組む世界的リーダー

企業 EON Reality Inc.と業務提携し、VR イノベーションアカ

デミー（VRIA）を設立した。ここでは国際的な AR、VR のエキ

スパートによる教育プログラムの実施、地元企業や起業家に
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ソリューションを実装するためのアクセス環境の提供などを

行う。 

 

クリエイターAVR で人体臓器の学習をする子供たち 

 

京都の東映太秦映画村に拠点を設けたことで、東映はも

とより京都府からのバックアップも得た。 

 

ただ、この領域が本格的に社会にインパクトを与えるのは、

５Ｇのサービス開始以降だと言う。 

 

「５Ｇがテクノロジーの進化を加速させ、いわゆる『マトリッ

クス』の世界が現実のものとなります。その中で私たちはコン

テンツやビジネスモデルを創っていく。その時代をしっかり

見据えて自分たちの商品を持つ。そして人財育成において

も、第４次産業の中では圧倒的な強みを発揮できると自負し

ています」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次々と新たなアイデアを形にする齋藤さんにこれから上

場を目指す若い経営者へのメッセージを伺った。 

 

「私が創業したのは、世界的には IT バブルの後期でした。

先にシリコンバレーに集まった起業家が開発競争をしたの

で、日本は立ち遅れていたのです。しかし、もう一度、第４次

産業革命というチャンスが巡ってきました。今後この分野で

ベンチャー創業を目指す人は、しっかりとしたビジョンを持ち、

強みを創造し事業を興してほしい。その際には管理部門体

制も大事にされた方がいい。企業としてイノベーションを起こ

す骨格が弱いと、アイデアだけあっても人は集まらず、社会

から求められません。そういう意味で、創業初期の事業は、

本質的なイノベーションではなかったんです。だから当社エ

スユーエスにとっても、今回はチャンスだと思っています」 

 

社会人学校で育ったエンジニアは、同社の挑戦にとって

大切なリソースだという。そしてエスユーエスが描く未来は、

エンジニア予備軍の希望にもなり得る。 

 

 

（文=吉田香／写真=井田公雄） 

編集責任=上場推進部"創"編集チーム 
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Profile 
 

齋藤 公男 
株式会社エスユーエス 代表取締役社長 
 
1968 年 大阪府生まれ 

1987 年 スガイ機器株式会社（現：セファテクノロジー株式会社）入社 

1990 年 有限会社オーエムイクシード入社 

1996 年 フレックスジャパン株式会社入社 

1999 年 有限会社ジャパンスタッフリーシング設立 

同年 12 月株式会社ジェイ・エス・エルに改組及び商号変更 

2013 年 株式会社エスユーエスに商号変更 

2017 年 東京証券取引所 マザーズ市場へ株式上場 

ご利用について（ディスクレーマー） 

 

上場会社トップインタビュー「創」（以下「本インタビュー」という。）は、東京

証券取引所（以下「東証」という。）が上場会社に関する情報を提供すること

のみを目的としたものであり、個別の銘柄の投資勧誘を目的として作成した

ものではありません。 

 本インタビューは、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。 

 東証は、本インタビューが真実かつ正確であり、重要な事項の記載が欠け

ていないことや本インタビューに掲載された上場会社の発行する有価証券

の価値を保証または承認するものではありません。 

 本インタビューに掲載された上場会社の発行する有価証券は、値動きの

ある商品であるため投資元本が保証されているものではありません。  

 東証は、本インタビューから得た情報の利用に関連して生じたいかなる費

用または損害等について、一切の責任を負いません。 


